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改正労働施策総合推進法（パワハラ防⽌法）の概要
労働施策総合推進法は、2020年6⽉1⽇より職場におけるパワーハラスメント（パワハラ）防⽌措置を事業主に義務付け、「パワハラ防⽌法」とも呼ばれます。

■ 中⼩企業を含む全事業主への義務化
2022年4⽉1⽇より、中⼩企業にもパワハラ防⽌措置が義務付けられました 。この義務は、正規雇⽤労働者に限らず、パート、契約社員、派遣社員など全ての
労働者が対象です。

■ パワーハラスメントの定義
職場におけるパワハラとは、以下の3要素全てを満たすものを指します。

優越的な関係を背景とした⾔動（上司から部下、専⾨知識を持つ同僚‧部下、集団によるものも含む） 1

業務上必要かつ相当な範囲を超えたもの 2 労働者の就業環境が害されるもの（精神的‧⾝体的苦痛等）   3

■ 厚⽣労働省指針のパワハラの類型
厚⽣労働省の指針では、代表的なパワハラの類型として以下が⽰されています。

例類型

暴⾏、傷害、物を投げつける

脅迫、名誉毀損、侮辱、ひどい暴⾔、⼈格否定、
⻑時間の厳しい叱責

⾝体的な攻撃1

精神的な攻撃2

隔離、仲間外し、無視、仕事から外す
⼈間関係から
の切り離し

3

例類型

遂⾏不可能な業務の強制、不要な業務の強制、仕
事の妨害

能⼒や経験とかけ離れた程度の低い仕事のみ与え
る、仕事を与えない

過⼤な要求4

過⼩な要求5

私的なことに過度に⽴ち⼊る、個⼈情報（性的嗜
好、病歴等）の暴露 

個の侵害6
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事業主に義務付けられる措置

⽅針の明確化と周知‧啓発
パワハラを許さない⽅針を明確化し、就業規則等に規定し、全労働者に周知、啓発する。‧

⾏為者への厳正な対処⽅針、内容も規定し、周知する。‧

相談体制の整備
相談窓⼝をあらかじめ定め、労働者に周知する。‧

発⽣のおそれがある場合や、該当するか微妙な場合でも広く相談に対応する。 ‧

事後の迅速かつ適切な対応

相談があった場合、迅速かつ正確に事実関係を確認する。‧

事実確認後、速やかに被害者への配慮措置（配置転換等）及び⾏為者への適正な措置（懲戒処分等）を⾏う。  ‧

再発防⽌策を講じる。   ‧

プライバシー保護と
不利益取扱いの禁⽌

相談者等のプライバシー保護措置を講じ、周知する。‧

相談等を理由とする解雇その他不利益な取扱いをされない旨を定め、労働者に周知、啓発する。‧


